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育成林の選択 について
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1.は じ め に

わが国における育成林i)2)の 地域的な展開過程とその地域類型については,こ れまで若

干の総括と論考において指摘してきた3).
ゆすはら

本論で対象とする梼原町における育成林化は,昭 和30年 代のエネルギー革命にともなう

薪炭生産の斜陽化の中で,新 たな林野利用 として育林業を選択することによって成立した

後発型育成林業地域のうち,西 南 日本に属する事例としての意味をもっている.こ のよう

な後発型育成林業地域のうち東北 日本に属する事例については,岩 手県の北上山地におけ

る川井村をとりあげてすでに分析を試みた4).そ こでは,薪 炭不況の中で,上 層農は米価

支持政策に支}ら れた形で開田による水田経営の規模拡大を指向し,中 層農以下層の中で

工芸作物や畜産の導入によって直接的な現金収入へ指向した層ではな く,水 田農業をベー

スに自家労働力の余剰分を造林補助金によって消費 し育林投資が可能になる層によって小

規模な育成林化がすすめられた こと,そ れゆえ農家の手による育成林化はテソポが小さく,
」方大規模な山林所有者は経済価値の低下した天然林野を分収形態による他律的な育成林

化に委ね,そ れによる育成林化が卓越すること,な どについて指摘 した.こ れらの性格は

東北地方を中心 とする東北 日本のい くつかの事例から,そ の時期における東北 日本型の育

成林化の特性として一般化することが可能であると考えた.

それに対して梼原町における育成林化は,そ のテソポが大きいこと,し か もその大きい

ことは個hの 農家がそれぞれの条件の中で育成林化を積極的に選択 したことによって支i{.

られたとい う点に特徴があり,こ のような傾向は西南 日本のある0定 地域ではかな り共通

してみられることから,西 南 日本型の0つ の代表的なタイプとして位置づける.

本論はそのような育成林をめ ぐる地域論的アプロ・一一チをめざしつつ,そ のような型を生

みだした条件を地域内部の農家 レベルにおいて明らかに しようとするところにある.そ の

さい,後 発型として位置づけたように,伐 期に到達 した林分がきわめて少ない梼原町では,

市場価格の変化の波及は間接的 とな り外部経済の条件については直接 ここではとりあげな

い.高 度経済成長期の前 ・中期 と整合する本論の分析対象期間では,地 域外への人口流出
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にともなう労働力の問題が外部経済 とのかかわ りを有するが,こ れについても農家の内部

経済に組み込んで考察したい.

ところで,本 論で試みようとする農家 レベルでの育成林化の問題は,従 来の分析方法か

らい}ば ほとんど試みられていない.と い うのは,わ が国の私有林における林業経営の多

くは,個 別農家の複合経営の0部 門として行なわれてきたのにかかわ らず,従 来の諸研究

は林業だけの独立部門としてのみ分析が加えられ,林 業地代論 もその延長上で展開されて

きたからである5).こ の点は林業の本質論にかかわる問題ではあるが,実 際の林業の経営

的観点からみるとき,従 来の分析方法およびそこに組立てられた理論 と現実とのギャヅプ

はかな り大きいように思われる.筆 者は現実の方からそのギャップを埋めようと試みたい.

しかしながら,そ れゆえ,複 合経営の一部門 として育林業を位置づけようとする場合,育

成林化とい う経済行為に対 していかなる経済的解釈を行なったらよいかはまだ未踏の分野

である6).そ のために,ま ず個別農家の農家経済の中で育成林化がとらえられな くてはな

らず,個 別 レベルの分析から始めな くてはならない.し かも実態調査 レベルに終始するこ

とな く,い かなる展望を持つことができるかについてはなかなか多難である.し かしこの

ような方法を確立することによっては じめて林業地域の形成過程とそのメカニズムを明ら

かにすることができ,そ れによって吉野川上流域や天竜川中流域などに形成された既存の

林業地域や戦後の旧薪炭林生産地域における育成林業地域の形成過程とそのメカニズムを

再検討 し,明 らかにすることが可能になると考える.本 論はそのための第0歩 としたい.

なお,梼 原町の育成林化についてはその一端をシミュレーション分析7)お よび林野所有

地の空間構成分析8)に よって明らかに し,ま た町有林野における育成林化9)に ついても検

討を加えた.本 論はそれ らとの関連でいえぽ,そ の序章をなすものとして位置づけたい.

2。 高知県における育成林化の展開

わが国における育成林化がいちじるしくその面積を拡大するのは,昭 和16年 以降の戦時

体制下に入ってからであった.し かしその時期も乱伐跡地をカバーできず,ま た次第に労

働力の不足によって育成林面積は激減した.戦 後の昭和20年 代の育成林化はもっぱら戦中

戦後の乱伐採地を回復するために行なわれ,経 済変動との対応によって展開するようにな

るのは昭和30年 代に入ってからである10).し かも同年代にはエネルギー構成の急激な変化

をともなったため,そ れまでの薪炭生産地域にも新たな育成林化が生 じ,全 国的に育成林

の成立地域は拡大した.そ の後,高 度経済成長期において木材価格が高騰することにより

育成林化がすすんだが,そ れと同時に増加 し始めた外材輸人は市場価格を抑制し,育 成林

化の進展にもかな り影響を与えた11).

このように昭和30年 代に入って,育 成林化の動向は経済変動との対応関係を密にするが,

それは0律 的でな く,地 域的な対応差を含みつつ展開した.第1図 は高度経済成長期の初

期である昭和35年 の都道府県別育成林面積に対する育成林化の最後のピーク時である昭和

45年 の倍率を示 したもので,か な りの地域差を見出すことができる.す なわち,旧 薪炭生

産地域の東北地方の諸県(と くに岩手,宮 城,福 島など)と 西南日本のうち中国山地,四

国山地,九 州山地の諸県に高い倍率がみられ,短 期間に急速な育成林化の進展 したことが

わかる.そ れに対 して既存の林業地域や大都市圏域の諸都府県では倍率が低 く,後 者のな

かには昭和35年 を下回わるところもある.そ れは林野の非林業的土地利用がすすんだ こと

を意味 している.

このような中で,高 知県は同図からもわかるように最も高い倍率のグループに属 し,旧
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薪炭生産地域の育成林化事例 として代表的な位置にあることがわかる.し かも高知県の場
ノ

合,同 グループの中では育成林面積率の レベルが最高位を示 し,と くに東北地方の諸県 と

は大きなへだたりをみせている.

では何ゆZ..高知県がこの時期にそのような高い レベルの育成林面積率を実現できたので

あろうか.国 の造林補助金政策をベースに県当局がさまざまな施策を工夫 した12)ことによ

る影響もある.し かし,そ れにより育成林化された絶対面積は必ず しも大きくなく,し か

も地域的にかたよりがみられる.そ こで県内各地域の動向から分析を始めてみよう.

第2図 は,昭 和30年 代以降における郡単位の拡大造林面積の伸びを示 したものである.

全体としては昭和37年 から同38年 に最初のピークがあったのち,同40年 代前半には低下傾



藤田:四 国山村 ・高知県梼原町の農家における育成林の選択について81

向がつづき,同45年 に再び ピー一クに達するとい う大きな波形がみられる.そ れは,高 度経

済成長期に入って木材需要が高騰する中で最初のピ.一.一クがみられたこと,し か し同時に進

行 した外材輸入の自由化が本格化 して市場価格変動の停滞が生ずると低下 した こと,そ の

後 ヒノキ材を中心 とする木材価格の上昇の中で昭和45年 におけるピークがみ られたことか

ら,マ クロには育成林化の動向を市場価格との対応関係で把握できることを示唆している.

しか し,同 図に併記した梼原町については,昭 和40年 代に入 っても育成林化の衰えがみら

れず,一 貫 して育成林化がすすんだことが知られ,そ れが一つの特性 となっている.そ れ

は構原町の属する高岡郡全体にもかな り影響を与え,か って県内で代表的な製炭地域であ

った安芸郡や幡多郡とは異なった動向を示 している点に特徴がみ られ る.

%次 に市町村 レベルで
60・i二 佐 検討を加える.第3図
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とり,昭 和30年 から同

45年 までの拡大造林面

積の比率をヨコ軸にと

って各市町村を位置づ

けた.タ テ軸は初期条

件 としての育成林化の

レベルを,ヨ コ軸は高

度経済成長期前 ・中期

における育成林化のテ

ソポを示すことになる.

それによれば,曲 線的

な相関関係がみ られる.

初期条件 として高い レ

ベルにある市町村ほど

造林適地が少なくなり,

当然テンポは小さくな

って図中の左上方に分

布する.ま た,初 期条

件が低いレベル〉,rある市町村では,特 別な条件がないかぎり林業的林野利用がすすまず,

図中の左下方に分布する.そ れに対して,初 期条件が中位の レベルにあった市町村はかな

りバラツキの巾をもちつつテソポは大きく,図 中の中央右に分布するため,こ れらの市町

村における農家の中に育成林化の選択を促した地域的な条件が存在するとみてよい.こ の

グループの うち,と くにテンポの大きい町村には池川町,仁 淀村,梼 原町,北 川村,東 津

野村,馬 路村などが属 し,そ のほとんどが四国山地の中央部に近い位置にあ り,し かもか

って広大な焼i畑耕作地を有していた13)点で共通する.そ れに対 して大正町,窪 川町,中 土

佐町,西 土佐村,十 和村,中 村市,宿 毛市,土 佐清水市,安 芸市,室 戸市など県西南部の

幡多郡や県東部のかって代表的な製炭地域14)ではテンポが相対的に小さ く,初 期条件 レベ

ルもやや低位である.

このように初期条件が中位の レベルを示す市町村の中に二つのグル.一一.プの存在が知られ
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る.そ してテンポの大きい グループはかっての代表的な焼畑耕作地域で,か つ三極栽培が

かな り行なわれた地域に集中 し,テ ンポの小さいグル・一一一プはかっての製炭生産に特化した

地域に集中 している点が注 目される.こ のことは,育 成林化のさい,そ れが展開する林野

のそれまでの利用状況が両 グループ間で相違 していたのであ り,当 然それに関連して林野

所有のあ り方,さ らに農家経済のあり方も相違 したことが考えられる.

か くして,高 知県における育成林化は旧焼畑耕作地域を中心に展開したことが明らかに

なった.以 下とりあげる構原町はその代表的な地域であり,そ れゆ}育 成林化を林野利用

とそれに関連した農家経済のあり方を中心に分析をすすめる必要がある.

3.構 原町における育成林化の動向

(1)y原 町の概況

構原町は高知県北西部の四国山地に位置 し,そ の北部と西部は愛媛県に接 している.四

万十川上流の支流である梼原川上流域を占め,町 域面積は236.3km2と かな り広い.か っ

て交通条件が悪 く高知県のチベットと称されたが,現 在は道路整備がかな りすすみ,高 知

市とは車で3時 間余 りに短縮されている.町 域は標高400m以 上で,北 部の県境付近で

は冬季にかな りの積雪をみる.現 在の人 口は6,170人15)だ が,若 年層を中心に毎年人口流

1294

一製

城 川
文丸 坂本川

51;m
一

第4図 梼 原 町 概 要 図
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出が相次ぎ,昭 和35年 から5年 間に13.9%,続 く5年 間に17.3%の 減少をみた.し かし挙

家離村はそれほど多 くない.

町域は第4図 に示すように構原川流域にあって東北部を占める越知面地区,そ の支流の

四万川流域にあって北西部を占める四万川地区,両 河川の合流地点以南の初瀬地区,松 原

・中平地区,町 域の中央部を占める梼原東区 と同西区から構成され,こ の うち南部の諸地

区は南接する大正町にかけて渓谷が発達 し,奥 山には国有林が広 く分布する.こ れ らの地

区では地形的制約から集落とそれをとりまく耕地は分散的に分布 し,農 家の経済的基盤は

一般に弱い.そ れに対して中北部ではところどころに渓谷の発達がみられるものの,谷 底

が比較的広 く分布し水田もまとまって分布 してお り,飯 米の自給が可能である.

集落をとりまく林野の多 くはかって採草地,焼 畑耕作地16),薪 炭林として利用され,現

在でも北部の県境付近の草山に当時の景観の残象を見出すことができる.そ れらの多 くは

部落有林野(の ちに多 くが村有化される)で あったため,大 山林所有者の形成をみず,平

均化した所有構成を示すようになった.か って焼畑耕作はさかんに行なわれ,林 野の農業

的土地利用が卓越 し,自 給用 トウモロコシの他,換 金作物としての三極がさかんに栽培 さ

れた.ま た各地に残 った広葉樹林は薪炭生産に利用され,木 炭は昭和30年 には年産21万 俵

余 り17)を生産す る県内有数の生産地でもあった.し か し,そ の後のエネルギ・一一構成の変化

により,和 昭33年 頃から木炭生産は急激に減少 し,昭 和45年 にはわずか1万 俵18)の生産量

にすぎな くなった.ま た三極栽培も昭和30年 代当初の硬貨生産開始にともな う不況により,

その栽培面積は急激に減少 した.

このような変化は村経済と個々の農家に大きな衝撃を与え,農 家の存立基盤確立のため

に多様な工夫がなされた.一 つは製炭 と三極 との代替部門としてさまざまな工芸作物の導

入であ り,育 成林化もそのような方向の一環 として選択 された.

(2)育 成林化の展開

① 育成林化の時期

梼原町における育成林化の

進展は,昭 和30年 代から本格

化 し,同45年 をピークにして

以降激減している.第5図 に

示した育成林の令級構成から

みれば,と くに昭和30年 代の

後半から同40年 代前半の約10

年間に育成林化が集中的に行

なわれたことがわかる.昭 和

30年代中期までは村有林'9)に

おける官行造林20)や県行造林,

村行造林などの分収造林が先

行 しており21),農 家による個

人有林における育成林化は昭

和37・38年 以降本格化した.

そのさい,技 術的には先行し

た分収造林に雇用された農民
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がそ こでの造林技術を習得 したことも大きな意味をもったし,ま たその頃から旧慣行を有

していた統合町有地において関係部落住民による任意造林組合の造林熱の上昇も農家の造

林に影響を与えた22).

か くして,昭 和30年 当時にわずか20%程 度23)であった育成林面積率は昭 和45年 に は50

%24),同50年 には62%25)に 達 し,わ が国平均値の2倍 以上に及んでいる.し かし,第5図

にも示されるようにまだ若令級の林分が卓越 し,立 木の売却収入による育成林化ではな く,

現段階ではほ とんど一方的な投資であることがわかる.そ れゆえ,そ のような一方的な投

資が何によって支}ら れたかが当然問題になるわけである.

② 育成林化の主体

すでに述べた ように,本 格的な育

成林化は町有林YTお ける分収造林に

よって始った.そ れゆえ,所 有形態

別に育成林面積をみると公有林野に

おいてその比率が高 く,育 成林化の

ピ0ク の最後である昭和45年 におい

て,県 有林が93.3%,町 有林が76.0

0と いちじるしく高い.そ れに対し

て,個 人有林は40%台 の段階にある

(第1表).こ のような公有林野にお

ける育成林の先行する傾向は北上山

地川井村でも同様で,旧 薪炭生産地

域の育成林化には程度の差はあれ共

通的に見出される.

次1iTVI.._育成林化をその主体別に検討

してみると,全 体としては個人有林

における育成林化が卓越し,こ の点

が前述の川井村とは大きく異なって

いる.と くに絶対面積の上では5～

20ha層 が中心的存在となっている

(第2表).組 織造林では森林開発公

団,県 行,町 行の順である(第2表).

そこで次に個人有林の育成林化に

ついて,所 有規模 との関係を検討す

ると若干の特性が明らかになる.す

な=わち,第3表 によれば,各 規模層

(ほとんど農家)と も程度の差はあ

れ育成林面積を実現してお り,差 を

見出せないが,そ の林令構成をみる

と全階層を通 じて10年生未満が最も

多 くの面積を占めている点で共通す

第1表 梼原町の所有形態別林野面積 と

育成 林面積率(1968)

態
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3,824ha19.6%62.3%

2,53913.078.0
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2,25511.676.0

0

13,11167.340.9

12,38463.540.9
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(山村振興都道府県調査報告書 ・梼原 町(1968)か ら

作成)
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第2表 梼原町の主体別育成林面積の推移

再 造 林

拡 大 造 林

計
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県 行 造 林

町 行 造 林
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個

人
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模
別
)

1ha未 満

1^-5ha
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50～100

100～500

総 数

昭40年4245

29.Oha84.Oha38.Oha

485.8540.7583.2

514.8624.7621.2

106.8

0

37.8

14.2

3.0

10.0

125.0

103.0

70.0

45.0

356.0

'1

11.0
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10.0
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?
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6.0・;・117.2

178.0・:・264.1

175.0・;・169.0

93.0・:・18.3

15.0・:・1.0

468.0569.6

(山村振興都道府県調査報告書 ・a・r原町(1968)お よ

び1970年 世界農林業 モ ンサ ス(※ 印)か ら作成)



藤 田 四国 山村 ・高知県梼原町 の農家 における育成 林の選択 について 85

第3表 所有規模別令級構i成別林家数(梼 原 町1970年)

所有 規 模

1～5ha

5^-IOha

10^-20ha

20^-30ha

30^-50ha

50～100ha

100^-500ha

合 計

総 林 家 数

(A)

509戸

241

169

48

43

13

1

育成林のあ

る林家数

令 級 構 成(育 成林)

10年 生 以下 の

ある林 家数

4961453

241!237

1691164

48!47

4343

13i13

111

1,011958

11～30年 生の
あ る林家数

1,024

308

197

141

44

42

13

1

746

31年 生以上の
あ る林家数(B)

4

6

Q
ゾ

PO

Q
V

2

1
↓

剛⊥

9
臼

9
臼

¶⊥

-
⊥

哩⊥

AX100

116

2.8%

i

17.2

31.3

44.2

92.3

100.0

11.3

(1970年 世界農 林業セ ンサス,林 家調査か ら作成)

る.し かし,そ の うち伐期に近い31年 生以上の林分を有するのは20ha以 上の林野所有階

層に限られていることがわかる.そ れは別の論考26)でもふれたように,か って大きな所有

者ほど遠隔地の伐畑跡地を貸地地代の見返 りとして造林させる機会があ り,そ れが個人有

林における育成林化の先駆的な役割を果たすことにもなったのに対して,小 規模層ほど林

野を全面的に伐畑として農業的に土地利用せざるをえなかったことを物語っている.し か

し,そ の後の全階層におよぶ急激な育成林化によって,100ha以 上層を除けぽ階層間に育

成林面程率の差はほとんどみられない.そ れゆえ育成林の絶対面積は上位階層ほど多 く,

したがって,梼 原町における育成林化は中規模以上層の育成林投資への強い指向性によっ

て支}ら れてきたとい うことができる.こ の点は北上山地川井村の育成林化の主体とは対

照的であ り,旧 薪炭生産地域の育成林化において,と くに農家の条件の中にマクロにみれ

ば西南日本と東北日本の地域差の一端を指摘することができる.

4.農 家経済と育成林の選択

(1)育 成林化の契機と林野利用

個々の農家が本格的に育成林化へ指向するようになったのは,昭 和30年 代初期に硬貨生

産が本格化したことによって,紙 幣原料 としてこの地域に最大の収入をもたらしていた三

極栽培が,折 から三極へ広がった病害も加わって危機に直面したことに直接の発端があっ

た.当 時の三極栽培は焼畑地で伐畑として行なわれていたからである●

それまで梼原では,林 野の多 くは焼畑に利用され,ト ウモロコシを主にマメ類やソバが

栽培され,少 ない水田耕作面積をカバー・する重要な役割を担 っていた.焼 畑は個 人有林野

と部落有林野の一部で行なわれた.そ の他,各 部落領域の外縁部にあたる尾根筋には採草

地が広 く分布し,各 部落の入会慣行によって自由刈や奪刈形式をとりつつ利用されていた.

またそれらの間に薪炭林地が広が り,個 人有地のほか奥山は部落有地にな り,そ のうちに

は部落有林野の統0事 業によって村有林に編入されたものも多かった.そ のような林野利

用がまだ十分),rみられた昭和32年 当時,耕 地面積は水田272町 歩,畑 地394町 歩に対 して

伐畑が972町 歩 と高い比率を占め,民 有林野においては採草地が3,321町 歩,薪 炭林地が

約4,000町 歩,原 野他が1,773町 歩を占め27),非 育成林野が圧倒的に多 くを占めていたこ

とから,か!)て の林野利用の状況を知ることができる.

大正期に入ると伐畑の うちで火入れ後2年 目に三極を混植する方法が普及するようにな
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り,三 極栽培が普及 した.し か し休閑地を必要 とするため,当 初比較的上層農を中心に普

及 し,さ らに同層は三極栽培地を零細農へ貸与することによってその跡地を造林 した り,

三極との混植によってスギを植付けた りした.混 植によってスギは雪害をまぬがれやす く

有利であることが経験的に修得された.こ うして成立 した育成林が前に述べたように,梼

原における先駆的な育成林化であった.

昭和31年 当時の三極栽培面積は,単 一栽培面積が615ha,混 植栽培面積が322ha,合 計

937ha28)に も達 し,前 述の昭和32年 における伐畑面積をほぼカバーしている.実 際には伐

畑以外でも三橿栽培が行なわれていたとしても,三 極栽培の伐畑での普及ぶりを否定でき

ない.し か し,そ の直後からの不況によって栽培面積は大巾に減少 し,昭 和38年 には270

haと な り,同 年の三橿新植面積はわずか7haに すぎな くなっている29).

かくして,三 極栽培農家はその経済的基盤を弱め,農 家は家計維持のために新たに何を

選択すべきかその対応の仕方に苦慮した.し かも相次いで薪炭不況が追いうちをかけ,名

農家は深刻さを増した.村 当局も試行錯誤を しつつ行政的に もその対応方向を定めようと

した.一 つは従来の三極,製 炭に代替する換金部門の導入ないし既存の部門の規模拡大で

あった.そ のためにシイタケ,タ バコ,茶,栗 の導入と畜産の規模拡大が意図され,具 体

化された.そ れらは農業構造改善事業や山村振興法による融資制度の利用によって具体化

したものが多 く,そ れゆえ形式的にも協業項 目の存在のため,い ずれも部落単位で行なわ

れたところに特徴がある.か くして多 くの農家は既存の水田との非有機的な組み合わせに

よる複合経営の性格をより一層強めることになった.農 家の中には昭和38年 の水害を契機

に離村 した り,折 か らの大都市地域における労働力需要の高まりの中で土木工事や奈良県

吉野地方の林業労働に従事す るために出稼をするケースもみられるようになった.

当時,分 収造林が先行して行なわれ,戦 前行なわれた官行造林が伐期に到達 して分収金

が地元へ還元される例30)もあ り,育 成林化は三極栽培の跡地利用の一つ として選択 される

造 林面 積

0.10ha未 満
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第'4表 四万川地区におけ る所有規模別造林面積(1964)
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(補助造 林関係資 料 より集計作成)

注) 補助造 林に関す る分であるが,ぞ 掲 以外は少数 と思われ る,
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べき対象になった.し かし,育 成林化は前述の工芸作物や畜産に比べて収穫期間が長 く,

短期的には直接的な収入源にな りえない.し たがって,育 成林化は将来における収入の確

実性による財産備蓄 としてのむしろ投機性,つ まり半不確定的投資の選択を意味する.そ

れゆえ,育 成林化は工芸作物のように特定の部落に限定されることなく,個hの 農家単位

における選択の結果 としてあらわれる.か くしてここにこのような地域における育成林化

が,個 々の農家経済 との関係で把握されなくてはならない根拠がある.

それゆえ,結 果的にみると農家による育成林化の規模は,1件 当 り0.8ha未 満が多い

(第4表).そ れは自家労働力が許容する範囲において,し かも実際には苗木代に しかなら

ない造林補助金に支えられた規模にすぎないか らである31).し たがって,そ こに農家間の

育成林化の規模に差を生ずることになる.で はいかなる農家がいかなる条件に支}ら れて

育成林化を選択 してきたのであろ うか.

(2)育 成林化の地域的条件

そこでまず部落単位に検討し,部 落間にみられる差の中か ら地域的条件を明らかにする

ことか ら始めよう.

第6図 は町内53部落について昭和45年 時点の育成林面積率の分析を示 したもので,全 体

としては四万川流域に高い比率を示す部落が分布 し,梼 原川上流域は平均的ない しそれを

やや下回わる部落が多 く,南 部はかなり低い レベルにある.こ のような地域差をもたらし

た0つ の要因は土地利用を左右する地形的条件にある.す なわち南部では梼原川が浸食谷

を形成し,し かも奥山には国有林が広がるため,焼 畑耕作の場が局限されていたのに対 し,

中 ・北部では林野に緩斜面が卓越し焼畑利用が十分可能であった.

この焼畑は前述したように伐畑としてほとんど三極栽培に利用された.そ れゆえ第6図

の地域差は旧三極栽培と育成林化との関係を示唆 している.第7図 はその点を確認 したも

ので,か っての三橿栽培面積 と育成

05km
一

節6図 部落別育成林面積の分布(1970年 農 業

セ ンサ スよ り作成)

林面積 との間には,部 落の領域面積

の大きい松谷,上 折渡,下 折渡など

を除けば,正 の相関関係が見出され,

少な くとも三桓栽培面積が育成林化

のひきがねになったことが知られる.

具体的には前述 したように三極栽培

の間作にスギが植付けられることか

ら始 まり,旧 三桓栽培地を含む旧焼

畑栽培地での育成林化が展開 した.

焼畑跡地での造林は地持えが容易で

あり,か な り経費の節減ができ,再

造林 と同一に近い費用ですむからで

ある.こ の点において多額の拡大造

林の費用を要するがゆえ,テ ンポが

達れた幡多郡など旧薪炭林地域 とは

大きく相違する.

ところで,三 極が不況になった と

はいえ,焼 畑への造林は,ト ウモR
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コシなど自給用雑穀部分の消

滅につなが り,そ れほど容易

ではない.そ れゆえ代替部分

を導入するとはいえ,育 成林

化のためには当然農家の経済

的基盤が検討されな くてはな

らない.こ の時期に発生 した

出稼農家が零細な農業経済基

盤の農家に多 くみ られたから

である.そ の多 くは水田経営

面積の大小にかかわ っている.

そこで1戸 当 りの育成林面

積と1戸 当 りの水田経営面積

との相関関係を検討した.第

8図 はそれを示したもので,

両者の間には正の相関関係が

み られる.北 上山地川井村の

研究でも指摘 した ように,山

村農家における水田耕作の意

味は大きく,梼 原町の場

合も1戸 平均の水田耕作

面積は0.27haに すぎず
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そこで以上から得られたベーシックな必要条件を考慮し,第7図 に示された傾向線上に

位置する部落の中から11部落を抽出し,個 別農家 レベルでの検討を加える.
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第9図 部落別農家 の育成 林面積 と保有 水 田面積 との相関図

凡例 ※は 皿令級 以上 の林分 を有す る農家に添付 して示 した.

△ は人夫 ・日雇 が 自営就業 日数を上回わ る農家.

×は出稼 日数が 自営就業 日数を上回わ る農家.

本 モ谷の二 重記 号は,あ とつ ぎを欠 く農家(本 モ谷 のみ).
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第9図 は抽出した各部落における各農家の保有水田面積 と育成林面積との相関関係を示

したもので,全 体に正の相関関係が認められ,し かも部落間の規模の差が農家にそのまま

投影されてお り,農 家のバラツキ方にかな り差のあることがわかる.図 中で3令 級以上の

林分を有する農家は,保 有山林面積の多い松谷 と文丸の両部落にほとんど集中し,そ の う

ちでもとくに20ha以 上の保有規模層に集中している.こ れ らの農家は各部落の中で上層

農の位置にあ り,そ れが前述 した町全体の中での上層農の育成林化への指向性の強さをあ

らわしてお り,育 成林化の指導的な役割も担った.

この両部落の農家は育成林面積,水 田面積 ともかなりバラツキがみられるものの,両 者

の面積は相対的に大きい点で共通する.こ れは両部落が梼原川の小支流域の比較的広い領

域を有 し,し かも部落有林野統一事業時に村有地への提供面積が少なかったことによる.

それに対 して,井 ノ谷,横 貝,下 西 ノ川,本 モ谷,田 野 々,茶 ヤ谷の各部落では農家のバ

ラツキの巾が小さく,零 細な農家が多いが,少 数の上層農も存在している.そ れら両者の

間にあって中間的形態を示すのが仲間,上 西 ノ川の両部落で,こ こにも農家の階層性はみ

られる.各 図にみ られるように,各 部落 とも図の左下方に位置する零細な農家層には人夫,

日雇,出 稼などの兼業農家の集中する傾向が認められ,こ れら農家群の中でもさらに左下

の位置の部分に出稼農家が集っている.こ のように農家の経済的基盤と就業形態にかな り

対応関係の生 じていることが示され,東 北地方の農村にみられる出稼就業が全階層へ浸透

する傾向はみ られない点に特徴がある.な お部落の中には人夫,日 雇就業を主とする兼業

農家が大部分を占める部落もあり,こ の時点ではあとつ ぎのない農家が多い部落もある.
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注:図 中A記 号は栗栽培,Bは 養 蚕,Cは 茶,Dは 牧 草畑 がそれ ぞ

れ導入 された部落を示す.
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それらの農家では育成林への指向性は弱い.こ のように,育 成林化を指標 としてみると,

部落間さらには部落内において農家間に育成林化への指向性の差をもた らす階層性の存在

を指摘することができる.

しか し,ま たその一方で水田保有面積が大きいのにかかわ らず,育 成林化への指向性を

示さない農家がみ られ,し かも田野 々,茶 ヤ谷,横 貝など特定の部落に集中していること

が知 られる.こ れはこれらの農家が明らかに育成林化以外の営農部門を選択 したことによ

る.そ の多くは,前 述 したように三極不況後の換金作物ないし牧畜部門の導入によるもの

であり,そ れ らが部落単位に行政的指導下で行なわれたことによる.た とえば,横 貝の肉

牛飼育32),後 別当の栗栽培33),山 子34),井 桑35),仲 洞36),井 の谷37)の桑園と養蚕飼育,松

谷38),文 丸39)のシイタケ栽培などであ り,そ の結果,こ れらが部落間の育成林化への対応

差をもたらす ことになった.第8図 において部落にバラツキの巾がやや広 くあらわれてい

るのもこのためである.

それが部落単位ではっきり示されるのは第10図 である.同 図は水田以外の経営耕地面積

と育成林化との対応関係を明らかにするために ヨコ軸には各部落1農 家当 りの総経営耕地

地面積をとった.そ れによれぽ,全 体としては正の相関関係がみ られるとはいえ,明 らか

に右下方へ大き くはみ出した部落群を検出することができる.こ れ らの部落群は普通畑が

相対的に広いのではな く,前 述した三極不況以後に導入された換金作物面積の拡大による

ものである.

しかし,そ のような部落群の中にシイタケ栽培を導入 した松谷 ・文丸両部落が含まれて

いない点に注目される.そ れは第11図 にみ られるように,シ イタケ収入の依存度と育成林

化面積とが正の相関関係を示し,シ イ タケ収入が育成林化のための生産費をまかなったこ

とが うかがわれる.実 さい,今 日ではホダ木を愛媛県から購入する農家も多 くなったが,

当時は各農家の所有する広葉樹をホダ木に用い,そ の伐採跡地はシイタケ収入により造林
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されるケースが多かったため,両 部落ではシイタケ栽培 と育成林化とは有機的な関連性が

維持され,シ イタケ栽培の拡大が育成林の面積的拡大を促がすことになった側面が強かっ

た.そ れに対 して,第12図 に示すように井 ノ谷部落では養蚕が,横 貝部落では畜産がそれ
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それ収入の___.位を占める農家の場合,そ れが育成林化 とはかならず しす正の相関関係を示

してはいない.こ れは栗や茶を導入した部落でも同様であるが,こ れらの新規導入部門が

同A'営 内で育成林化 とは有機的関連性をもたず,相 互に独立的であるためである.そ れ

ゆえ労働力配分からは短期的に収入の得られる新規導入部門が優i先され,さ らに土地利用

の上からも新規導入部門が既存の林野利用を農業的牧畜業的に利用することになるため,

林業的土地利用とは競合することになる.こ の点は北上山地川井村における林野所有規模

20ha以 下層についても同様であ り,同 村ではとくに畑作中心の農家が育成林の選択を困

難にしていた.

か くして,梼 原町において新たな営農形態 と育成林化との関連性が明らかになる.つ ま

り,土 地利用の競合関係は投下労働力配分の問題に置きかえることで,そ れらの統0的 把

握を試みることが可能になるか らである.第13図 はそれに対するこの時期における一応の

解答 として示 したものである.す なわち,横 軸には営農形態を示 してあるが,そ れぞれの

営農形態について労働生産性を算出40)し,大 きさの順にならべた.そ のさい,育 成林化に

対する競合性を示すため,労 働生産性の逆数値を左から右へ配列 した.そ の結果,水 田と

の新規複合経営部門 として,左 か ら右ヘ シイタケ,ク リ,タ バ コ,蚕,肉 牛が並ぶ.縦 軸

には1戸 当りの拡大造林面積をとった.と ころで育成林化に対 しては各部落に階層性が見

出された ことか ら,該 当する各部落について拡大造林面積の全平均値,20ha以 上の林野

所有者の平均値,同 じく10ha未 満層の平均値を求めて図中に位置づけた.そ の結果,図

に示 されるように部落間および部落内の階層差が具体化された形で,各 階層毎の無差別曲

線が描かれる.シ イタケ栽培の部落が特に高い位置にあるが,そ れは前述の理由による.

最上位 と最下位の無差別曲線が途中で切れているのは,部 落間の差であり,育 成林化に対

する対応が階層間で独立的であ り,さ らには部落間でも独立的であることを示 している.

か くして農家による育成林化の選択が営農形態にもとつ く農家経済のあ り方と密接な関

係を有しつつ選択されてきたこと,そ のさい,営 農形態によって部落間および同0部 落内

の農家間においても選択する強さに差のあることが認められた.

5.ま と め

以上から,梼 原町における育成林化は昭和30年 代後半から同45年 にかけて急速に進展 し

たことが明らかにな り,薪 炭不況にともなう新たな林野利用が必要とされた中で,旧 薪炭

生産地域の育成林化の事例 としては,そ の育成林面積率が高いことから西南 日本型の一つ

の代表的なタイプを示すことが明らかになった.そ してこのような急速な育成林化の背景

には,旧 焼畑地で栽培されていた三櫃の不況が,新 たな林野利用の0つ として造林費が安

くすむ三橿栽培跡地での育成林化をすすめたことがあ り,さ のさい,町 有林で先行 して展

開 していた分収造林や地元の造林組合による育成林の実現に刺激を受け,そ の結果,西 南

日本型の中でも純粋な旧薪炭地域での育成林北とは異な り,育 成林化のテソポが早い旧焼

畑地域における育成林化 として位置づけることができた.

これ らの育成林化は農家によって選択 された結果であり,農 家がその選択にあたって部

落間お よび部落内部で対応の仕方に階層性の存在することが知 られた.前 者については三

極栽培に代替する部門としてシイタケの原木が確保できるほ どの林野を有 し,シ イタケ栽

培に特化 した部落 と,そ れ以外の商品作や牧畜を導入拡大 した部落 との差であり,そ のさ

い,さ らに同一部落内でも水田経営面積の差により,ま た代替部門の導入の導により,育

成林化を選択する強度の異なることが知 られた.そ してこれらは育成林化 と営農形態 との
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無差別曲線によってかなり統一的に解釈することが可能で,そ の基軸には育成林化 と新規

に導入された農牧業部門の間の林野の土地利用をめ ぐる競合と労働力配分をめ ぐる競合関

係があることが明らかになった.

一般にわが国の林業は,農 家の一複合部門として支Z..られ発展 してきた場合が多い.そ

の意味で梼原町で明らかになった農家の育成林化選択の条件,つ まり農家および部落の置

かれた地理的位置,営 農形態,生 産基盤の強弱そ してそれ らの無差別曲線による統0的 理

解がどの程度一般化できるかは,そ のような意味でのわが国の林業分析に一つの課題にな

りうる.

なお,梼 原町の育成林化は北上山地の事例 と同じく,マ クロな意味でわが国の育成林業

圏の外延的拡大過程を意味 していることも付け加えておきたい.

〔付記〕 本論は1971年10月 の人文地理学会大会での口頭発表 「四国西南部山村における

育成林化進展の一断面」を骨子 とし,そ れに加筆 した ものである.

現地調査にさいしては,梼 原町産経課をはじめ各課の諸氏,高 知県林業課,同 森林計画

課,林 業指導所の諸氏,梼 山荘および梼原町住民の方 々に多 くの御教示とお世話をいただ

いた.あ わせて厚 くお礼申し上げたい.
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35年 か ら主伐が行われた(崎 村義郎(1963)

31.

地 と三極栽培跡地 との費用差 は,地 捲 え費にあ らわれ,

円ほ どであった.そ れ に対す る造林 補助金は総額の30%強 でほぼ苗木代 の実費程度 である.そ れ

ゆえ現金支 出を押 さえ,自 家労働 だけで行 なえ る造 林規模 とな る場合が多 い.

32.当 時,横 貝では16戸 の農家が牛70頭 あま りを飼育 していた.採 草地が部落有林野 として広 く存

在 したがナ ラ林が混生す るよ うに な り,10町 歩 のナ ラ林の造林が町 と部落 の契約 で行 なわれ た.

尾根筋の町営採草地(現 在は 国営大規模草 地改良事業地 となっている)を 利用す る農 家は少 な く,

各農家は畑や伐畑を開 いて牧草地 を造成 してい る.

33.1962年 よ り植付け,1964年 よ り町が肥 料代を補助.后 別 当では シイタケお よび造林 との兼 業に

よる2戸 が4haと35haの 栽培 を行 ない,1976年 よ りそ の一部 を観光 クリ園化 した.な お他に

西路部落 で4Hク ラブOBの 果樹 研究 グル ープが4haの 町有林 に造 園 した.

34.標 高600m前 後 の部落有採草地 を造成,3kmの 車道を開設.1戸 当 り0.8ha.

35.標 高850m前 後の部落有採草地を造成.2kmの 車 道を開設.1戸 当 り1.2ha.

36。 県 内で最初の養蚕開拓パ イロ ッ ト事業 と して,標 高600m前 後 の部落有採草地 を造成.株 組

織の存在のため株の大小に よ り造成面積 に差 があ る.

37.山 村振興事業 として1964年 か ら実施.畑 地の桑 園へ の転換が主.・'の 農 家が参加 し30haの

桑園を造成 した.

38.当 時1戸 当 り平均200石 の ホダ木を有 し,生 産量が とくに多か った.16戸 が組合を組織 し共 同

前 掲9)

高 知 県 資 料 に よ る.

1970年 世 界 農 業 セ ン サ スに よ る.

梼 原 町 資 料 に よ る.

前 掲8)

梼 原 村(1957):村 勢 概 要,と 前 掲17)に よ る.

{-
IF1・f原町(1968):梼 原 町 史P.623.

情原 町(1968):梼 原 町 史P.654.

最 初 の 梼 原 町 で の 官 行 造 林 は 大IE12年 に 后別 当,家 籠 戸 で の864町 歩 に つ い て行 なわ れ,昭 和

:公 有 林 の歩 み.pp.6～7)

1971年 頃 の 拡大 造 林 費 は 場 所 の 差 もあ るが1ha当 り14.2～19万 円 を要 した.そ の さ い薪 炭 林

前 者 は1ha当 り5万 円,後 者 は 同3万
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39.

40.
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出荷を行 った.

領域は松谷 よ り狭 いが,愛 媛県城 川町か らクヌギを容易に購入 出来た こ とも好条件 で,城 川町

内へ 出かけ て生産す る農家 もある.

算 出のための基礎 デ0タ については,梼 原 町(1970):梼 原町総合振興計画,172pに よった.

1日 当 りの労働報酬 を平均一規模 でそろえて整理 した.

Summary

InJapan,afforestedforestareahaveincreasedaftertheWorldWarII.Inthisperiod,

intheformeryears,1948-1960,afforestationwasaimedattherecoveringthecutover

areawhichhadcutdownrecklesslyduringandaftertheWar.Andinthelatterperiod,

1960-1970,afforestationwasduetothesteepriseoflogpriceinitsmarket,supported

Uyhighereconomicgrowth.Butthishighereconomicgrowthtookwiththechangeof

energyfromcharcoalandfueltoimportedpetroleum,sothefarmersengagedinpro-

ductionofcharcoalandfuel,whichwereconcentratedtoTohoku,KyushuandChugoku

districts,hadtothesituationintheirlivingcrises.

Thus,someofthemhaveinputtotheafforestationofJapanesecederandcyprers

whichhavemainlyusedtotimbersawing.Butthischangewasnotalwaysadmitted

ineveryareasofproductionofcharcoalandfuel,andinthisprocessregionaldifFerences

todevelopmentofforestryhavecaused.

Thispaper'sobjectistoclearthefactorsoftheremarkabledevelopmentofafforestation

inYusuharavillage,locatedinthecenterofmountaneousregion,Shikokuisland,in

whichmanyfarmershadorientedtotheproductionofcharcoalandfuel,

Theresultsobtainedareasfollows;

1.Theafforestedareahasincreasedremarkablyfrom1970inthecenter・andnorthern

partofthisterritory,inwhichburningcultivationwasalsoexcellent.

2.Thedevelopmentofafforestionwassupportedbyfarmersofwoodlandabobe

5ha,especiallybytheonesofabove20ha,whichisincontrasttothedevelopmentof

Kawaivillage,locatedinIwateprefecture,farnorth-easternpartofJapan,inwhich

farmersofholdingsbelotiv20hahavemainlysupportedtheintroductionofafforestation

inthesameperiod.

3.InYusuha.ravillage,burningcultivationhadbeenexcellentbeyondtheproduction

ofcharcoalandfuelespeciallyinthecenterandnorthernpart.Andburningfieldswere

usedtothecultivationof-mitumatawhichwaspantformaterialofJapanesepaper.But

thecultivationofm`tuyrtatahaddecreasedquicklyabout1957to19580wingtothechange

ofpolicyfromtheproductionofpapermoneywhichhadmadeinJapanesepaperto

coin.So,manyfarmerstriedtointroducemanynewmanagementofthecultivation

oftea,tobacco,sericultureandmushroomandbreedingofcattle,insteadof・ η3伽7η α如.

4.Generally,newinputtoafforestationisdifficultbylongerwaitingofincomeafter

planting,ascomparedwithothernewlyintroducedmanagement.Butmanyfarmers,in

Yusuharavillage,havechosenafforestation.Somereasonofthisareadmitted,oneis

duetothefarmer'srecognitionoftheincomethroughthecontractafforestationbetween

farmersandnationintheircommonwoodlandswhichwereafforestedbeforeabout
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50yearsago,andtheotherisduetotheinnuenceofthebeginningofcontractaf丑)resta-

tionbetweenvillageauthorityandsmallgroupoffarmersinthewoodlandsundermuni-

cipalmanagement.

5.Intheseprocess,thefarmersintroducedmushroomhadinputtoafforestation

eagerly,becausemanylogs,whichwerereservedbynaturalandartificialregeneration,

werecutdownformushroomanditscutoverareawereeasilyusedtoafforestation

supportedbytheincomeofsaleofmushroom.Butfarmersorientedtonewlyintroduc-

edmanagementofcropsandbreedingcattlehaveinputafewafforestation,because

thesecultivationshavecausedcompetitionwithafforestationintheirlanduse.

6.TheserelationsareshowninindifferencecurveinFig.13whichexaminesthe

relationbetweenthefamersinputtoafforestationandonesofsomenewlyintroduced

managements.Fromthis,itISshownthatfarmerschosenaf壬brestationaredivided

intothreeclassescorrespondingtoholdingsscaleofforestlandandwaysofagriculture

andbreedingmanagement.


